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研究要旨 

背景：近年、小児期発症慢性腎疾患（C-CKD）患者の生命予後の改善に伴い、成人期まで継続的な医療を必要

とする症例が増加しており、小児医療から成人医療への円滑な移行（トランジション）の重要性が強調され

ている。しかし本邦では移行期医療の体制整備は未だ十分とはいえず、2023年の先行研究においても移行プ

ログラムを有する施設や移行コーディネーター配置施設は限られており、多職種連携や成人診療科との連携

にも課題が残されている。 

目的：本邦における小児期発症腎疾患患者の移行期医療の体制（移行プログラム、人的配置、支援内容等）

の現状を明らかにする。また、医療機関の形態（大学病院、小児専門病院、総合病院等）による差異や移行

支援における課題および阻害因子を検討し、標準化された移行プログラム作成に資する基礎資料を得ること

を目的とする。 

方法：本研究は多施設共同の無記名調査研究である。2023年度に実施した先行研究に参加した小児医療機関

35 施設を対象に、Google フォームを用いたアンケート調査を実施する。調査項目は施設背景、移行プログ

ラムの有無、人的体制、移行プロセス、支援資材、困難例の有無、院内啓発、ならびに移行の障壁や促進要

因等とし、記述的に解析を行う。 

結果：研究協力者とともに研究計画書および調査票の作成を行った。調査票は選択式 28 問、記述式 8 問の

計 36問から構成されており、現在、対象施設への調査実施に向けた準備を進めている。 

考察：2014年および 2023年の調査結果から、本邦における移行期医療の体制整備は依然として不十分であ

り、特に移行プログラムや移行コーディネーターの不足、多職種連携や成人診療科との連携体制の未整備が

課題として示されている。医療機関の形態による差異も想定されるが、体系的に検討した研究は限られてお

り、本研究によりこれらの点を明らかにする意義は大きい。 

結論：本研究により、本邦における小児期発症腎疾患患者の移行期医療の現状と課題を明らかにし、標準化

された移行プログラムの構築および実装に向けたエビデンスの創出が期待される。 
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背景 

近年小児期発症慢性腎疾患患者の生命予後の改善に伴い、成人期まで継続的に医療を必要とする症例が

増加している。このため、小児医療から成人医療への円滑な移行（トランジション）の重要性が国内外

で強調されている。しかしながら、本邦における移行期医療の体制整備は未だ不十分であり、2023年に

実施した先行研究においても、移行プログラムを有する施設は限られており、移行コーディネーター配

置施設は少数であることが明らかになっている。また多職種連携の体制が未整備で、成人診療科との連

携のばらつきも問題となる。 

さらに、大学病院、小児専門病院、総合病院など医療機関の形態によって移行支援の実態や課題が異な

る可能性があるが、これを体系的に検討した研究は限られている。本研究はこれらの現状を詳細に把握

し、将来的な標準化された移行プログラムの構築に資するエビデンスを創出することを目的とする。 

 

Ａ．研究目的 

本邦における小児期発症腎疾患患者の移行期医

療に関する体制（プログラム、人的配置、支援内

容等）の現状を明らかにする。また医療機関の形

態（大学病院、小児病院、総合病院等）による差

異や移行支援における課題および阻害因子を明

らかにし、標準化された移行プログラム作成に向

けた基礎資料を得る。 

 

主要評価項目： 

本邦における各医療機関における移行期医療に

関する体制（プログラム、人的配置、支援内容等）

の現状を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

研究デザイン： 

多施設共同調査研究（調査研究） 

 

研究対象： 

2023年度に実施した先行研究「成人期に達した小

児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行に

関する実態把握のための調査研究」（厚生労働行

政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業）

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗

管理および新たな対策の提言に資するエビデン

ス構築」班（研究代表者：柏原直樹先生））に参加

した小児医療機関（35施設）で本研究に参加同意

を得た施設 

 

目標登録施設数：35施設 

 

研究方法：Googleフォーム等を用いた無記名調査

研究 

 

解析方法：記述的に解析を行う 

 

調査項目（詳細は別紙調査票参照）： 

・施設の基本情報（病院形態、病床数、主な診療  

 科） 

・移行プログラム等の有無 

・移行プログラムに対する体制・人的資源 

 （移行コーディネーターの有無、関与職種等） 

・移行プロセスの実態（移行プログラム開始年齢、  

 プログラム対象患者、プログラムの具体的な 

 内容、面談の所要時間）、使用している移行支援  

 資材、移行カンファレンス実施の有無 

・移行プログラム使用下での転科困難例・中断例 

 の有無 

・病院職員や院内啓発のための取り組み 

・記述式として 

  移行の主な障壁、促進要因 

  病院形態特有の課題 

  今後必要な支援・政策提案 

  自律困難患者に対する取り組み 

  現在のプログラムの問題点 

 

研究期間：倫理審査承認後から 2027年 12月 31日
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まで 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は医師から各施設の体制について調査を行

うもので、患者の個人情報の取り扱いは行わない。

このためオプトアウトを含めた同意取得は不要で

ある。  

 

Ｃ．研究結果 

研究協力者と推敲を加え、研究計画書と調査票の

作成を行った。調査票は選択式の設問が28問、記

述式の設問が8問の計36問から構成される。調査票

の詳細な項目については添付資料を参照して頂き

たい。 

 

Ｄ．考察 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患

患者の成人医療への移行に関する実態把握のた

めの調査研究」が行われた。結果 2014年時点で移

行プログラムを有していた施設は小児施設で

4/101 施設（4.0％），成人施設では 0/103（0％）

施設であり，移行コーディネーターがいると回答

した施設は小児施設 3/101施設（3.0%）、成人施設

で 1/101施設（0.9％）と病院内の体制面の整備が

十分ではないことが明らかとなった。その後学会

や公的研究班が中心となり、移行期医療の必要

性・重要性の啓発が行われ、徐々に移行期医療に

ついて認識が広がり移行期医療について認知と

体制整備が進んだことが期待されたため、2023年

度に同一施設を対象としたフォローアップ調査

を改めて実施した。その結果移行プログラムを有

していると回答した施設は小児施設で 4/34 施設

(11.8%)、成人施設では 1/24施設(4.2%)と割合は増

加しているように見えるが実際にプログラムを有し

ている施設数に大きな変化が見られなかった。移行

コーディネーターがいると回答した施設は小児

施設 4/34 施設（11.8%）、成人施設で 0/24 施設

（0％）であった。これらの結果から、依然として

移行プログラムや移行コーディネーターの病院内設

置の不足や情報提供のあり方など体制整備が十分で

はないことが明らかであり、より良い移行医療のた

めに各施設の体制整備が大きな課題であると考えら

れた。この結果を踏まえ、本邦における小児期発症

腎疾患患者の移行期医療に関するより詳細な体

制（プログラム、人的配置、支援内容等）の現状

を把握し、移行支援における課題および阻害因子

を明らかにすることで、標準化された移行プログ

ラム作成に向けた基礎資料を得ることを目的と

して本研究を立案した。調査票が完成したため、

今後は 2023 年度の移行期医療調査研究に協力を

頂いた 35施設に調査票を送付予定である。 

 

Ｅ．結論 

依然として、移行プログラムや移行コーディネータ

ーの病院内設置の不足や情報提供のあり方など体制

整備が十分ではないことが明らかであり、より良い

移行医療のために各施設の体制整備が大きな課題で

ある。本研究により各施設の現状と問題点を明らか

にし、標準化した移行プログラムの提案と実装を目

的として本研究を遂行していく。 

 

 

Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 
 
 2.  学会発表 

1)Terano C, Ishikura K, Miura K, Ito T, 
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性腎尿路異常症例の現状 -小児期発症慢性腎臓病

患者の移行に関する全国実態調査研究結果から-.
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3)寺野千香子、三浦健一郎、伊藤孝史、服部元史、

柏原直樹、石倉健司．成人期に達した小児期発症

慢性腎疾患患者の成人医療への移行に関する実

態把握のための調査研究結果．第 68 回日本腎臓

学会学術総会，横浜，2025年 6月 22日 

4)寺野千香子、三浦健一郎、伊藤孝史、服部元史、

柏原直樹、石倉健司．思春期・青年期年齢の腎代

替療法を要した患者の現状-小児期発症慢性腎疾

患患者の移行に関する全国実態調査研究結果か

ら-．第 46 回日本小児腎不全学会学術集会，箱根，

2025 年 12 月 19 日 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
特になし 
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＜添付資料：移行期プログラム調査票案＞ 
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